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北海道の農業・農村は、広大な土地や水資源を活かした、大規模で生産性の高い農

業経営をはじめ、国土保全や美しい農村景観の形成などによる多面的機能の発揮を通

じて、私たちの生活にうるおいと豊かさをもたらすとともに、食品産業や観光など他

産業とも深く結び付き、地域の経済と社会を支える重要な役割を担っています。 

 

一方、ＴＰＰ11 や日ＥＵ・ＥＰＡ、日米貿易協定の発効をはじめとする経済のグロ

ーバル化や消費者ニーズの多様化、農業就業者の高齢化や担い手不足、人口減少によ

る集落機能の低下など、農業・農村を取り巻く環境は刻々と変化しています。 

 

このような状況の下、道では、令和３年３月に策定した「第６期北海道農業・農村

振興推進計画」に基づき、頻発する自然災害など農業の持続性を脅かすリスクへの対

応を強化し、農地を最大限活用して収量の向上を図るなど、持続可能で生産性が高い

農業を展開するため、農業の生産力・競争力強化に向けた農業生産基盤の整備、農業

水利施設等の保全管理、農業・農村の強靭化に向けた防災・減災対策を展開します。 

また、農業農村整備事業の進め方や重点的な取組などをわかりやすく示した「北海

道農業農村整備推進方針」（平成 24 年９月改定）に基づき、「食の生産」、「多様な担い

手と地域」、「豊かな農村環境」の３つをささえる取組を積極的に展開しています。 

 

こうしたことを踏まえ、農地整備課では、環境との調和に配慮しつつ、作物の品質

向上や低コスト生産を可能とする水田や畑地、草地の基盤整備を地域の実情に即して

推進するほか、長年にわたって整備された農業用施設の適切な保全管理による長寿命

化を図るとともに、これからの北海道農業を支える担い手の育成・確保や農地の利用

集積に向けた取組を支援していきます。 
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１ 水田の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 畑地の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ かんがい排水の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

４ 草地等の整備 

 

 

 

農産物の輸入自由化、食料消費構造の変化、農業従事者の減少や高齢化など水田農業を取り巻く

状況が厳しくなる中、競争力のある力強い農業を実現し、意欲ある農業者が農業を継続できる環境

を整えるための基盤整備が重要となっています。 

このため、農地整備事業（経営体育成型)等により、ほ場の大区画化や汎用化、用排水施設など

の整備に取り組み、担い手への農地集積・集約化を図り、生産効率の向上や高収益作物の導入・拡

大などを推進しています。 

また、地下かんがいを利用した水稲直播栽培や ICT 技術を活用したスマート農業などの省力化技

術に対応するための整備を行うと共に、反転均平工法などの工事コスト縮減に向けた取組も進めて

います。 

畑作物は、土地利用型による穀物や野菜をはじめ、自然的･社会的･経済的条件に応じて多種多様

な作物が栽培されており、その経営についても地域などによって様々な形態となっています。 

一方、近年、農業の国際化、農村地域の過疎化・高齢化に伴う世代交代に対応するため、経営感

覚に優れた効率的かつ安定的な担い手の育成強化が急務になっています。 

このため、水利施設等保全高度化事業（畑地帯総合整備事業）等により、排水対策や客土による

土づくりなどを総合的に実施し、担い手の経営規模拡大や生産性向上による経営安定化を推進して

います。 

また、良質な農産物の安定生産や導入作物の選択肢を広げる畑地かんがい等の整備を契機に、高

収益作物への転換を進めています。 

用水路や排水路、ため池等の農業水利施設は、農業生産の基礎となる農業用水を確保し適期・適

量の供給を図るとともに、降雨等による農地の湛水被害を防止し、また、過剰な地下水や湧水を排

除するなど、作物生産に必要な環境を確保しています。 

しかしながら、近年、農業従事者の減少や高齢化、農業所得の減少に加え、農業水利施設の老朽

化に起因する不測の事態が増加している状況にあり、安定的な機能を確保するための効率的に機能

確保対策等を推進する必要があります。 

このため、水利施設等保全高度化事業（基幹水利施設整備型、基幹水利施設保全型、農地集積促

進型）等により、基幹水利施設の整備や長寿命化対策、農地集積・集約化に資する水管理の省力化

を行っています。 

また、地域用水環境整備事業により、かんがい排水施設が有している生態系の保全など、多面的

機能の維持・増進に資する施設の整備や、土地改良施設の維持管理費の節減と二酸化炭素の排出削

減のために、小水力発電施設の整備を進めています。 

配合飼料や肥料、燃料等の生産資材の価格が高止まりし、酪農・畜産経営を取り巻く厳しい状況が

続く中で、本道の酪農・畜産の体質を強化するためには、自給飼料基盤に立脚した経営の確立に向け

て、飼料自給率の向上や畜産環境の総合的な整備を推進することが重要となっています。 

 このため、「草地畜産基盤整備事業」等により、担い手への農地の利用集積等を通じた作付規模の

拡大に合わせて、大型機械による効率的な飼料生産、飼料自給率の向上に向けた草地の整備改良、公

共牧場並びにＴＭＲセンターなどの利用施設の整備を行い、酪農の経営改善を支援しています。 




